
第 2版はしがき

　 5年前に刊行した初版は，読者のみなさんから非常に好評をいただき，この
たび第 2版を刊行する運びとなりました。書名のとおり，「公務員をめざす」
学部生・大学院生に向けた本ですが，それだけではなく，法科大学院生や法曹
実務者にもご愛読いただいたことは，たいへん心強く，また嬉しく思います。
　この間，辺野古紛争や泉佐野市ふるさと納税事件などを巡って重要な最高裁
判決が相次いだり，個人情報保護制度について一元化が図られるなど，行政法
を取り巻く環境は大きく変化しました。改訂に際しては，初版で好評を博した
コンパクトかつ読みやすい説明を大切にしながら，最新の立法・司法・行政の
動向を反映させるとともに，行政判例百選・地方自治判例百選の改訂にも対応
させるなど，随所でアップデートを施しました。また，読者のみなさんから寄
せられたご意見やご感想を参考にしつつ，誤解されやすいポイントや説明を
補った方がよい箇所など，授業や試験を通じて気付いた点についても加筆して
います。その一方で，新型コロナウイルスの感染拡大を受けたリモート授業の
YouTubeでの動画配信（https://kibatai2004.com/lecture/）を引き続き活用して
いただく見地から，ページ数の増減がないように工夫しました。引き続き，こ
の本をご愛読くださいますよう，よろしくお願いします。
　改訂に際しては，法律文化社の畑光さんと徳田真紀さんから多大なご助力を
いただきました。心から御礼を申し上げたいと思います。

令和 5年 5月

 板 垣 勝 彦
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　この本は，主に 2単位・15コマの授業で「行政法」の全体を講義する場合に
用いられる教科書です。法学部の多くでは 4単位・30コマないし 8単位・60コ
マの授業が「行政法」に割り当てられているのですが，非・法学部の教養科目
において， 2単位・15コマの授業で「行政法」の全体を講義しなければいけな
いところも少なくありません。そうした大学では，行政作用法と行政組織法

（の一部）を取り扱って，やむなく行政救済法は割愛することも多いと思いま
す。しかし，それでは行政法の全体像を伝えることは難しいですし，公務員

（とりわけ地方公務員）を志望するみなさんのニーズに応えることもできませ
ん。公務員試験では，行政救済法まで範囲に含まれるからです。行政救済法ま
で含めた行政法の全体像を 1つにまとめるのは，決して簡単ではありませんで
したが，講義ノートを基に体系を思い切って組み替えたり，相互参照を活用す
るなど，いろいろと工夫を凝らしてみました。もちろん， 4単位・30コマの授
業の教科書として用いることにも対応しています。歴史や思想，社会問題に関
する記述も，私が教壇に立った経験上，みなさんの興味をひき，難しすぎず，
理解の助けとなる範囲で盛り込みました。
　また，この本は，自習用のテキスト，つまり，みなさんが手元に置いて何回
も繰り返し読むための「読み物」でもあります。単に語句を覚えたり，重要な
フレーズに下線を引いたりするテキストならば，受験対策用の本で十分でしょ
う。ですが，そのようなやり方で勉強をするのは苦痛ですし，何より知識も身
に付かず，理解もできません。そうではなく，行政法の基本的な考え方を着実
に身に付けてもらうことが，この本のねらいなのです。どうしても行政法のテ
キストは複雑な制度趣旨や組織原理の説明が多くなり，引用される条文や判例
も長いので，読んでいて疲れる傾向があります。そうならないように，可能な
限り短く簡明な記述を心がけましたが，説明しづらい概念に対しても決して逃
げずに，説明を加えています。正直なところ実務ではまず不要な概念や学界で
は過去のものとなった議論についても，試験に出題される以上は割り切って取
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り上げました（記述のメリハリで，そのあたりの取捨選択の心理を読み取ってもらえ

ればと思います）。公務員試験を受験される方は，この本を繰り返し読みつつ，
過去問題集を繰り返し解いてみてください。実戦的な問題集と併用すること
で，相乗効果によって，知識・理解の定着度合いは飛躍的に高まります。「公
務員をめざす人に贈る」という書名には，そうした願いが込められています。
　この本の内容は基本的な事項が中心ですが，法科大学院の授業の経験を基に
しており，法科大学院入試における行政法の既修者認定はもちろんのこと，司
法試験に向けた基礎知識の定着にも活かすことができるはずです。短答式試験
が廃止された現在，行政法では論文式の事例問題しか出題されないため，覚え
なければならないことはそれほど多くはありません。私自身，法科大学院の 1
期生でもあり，必修の 7科目と選択科目に取り組まなければいけない法科大学
院生の負担の重さは誰よりも承知しています。学問の最高水準を追究するテキ
ストの重要性は疑いありませんが，みなさんに到達してもらいたい現実的な水
準を示すことも大切です。だからこそ，研究者が書いた本ではまずふれられる
ことのない，みなさんがつまずきやすく，理解の不十分な《学習のポイント》に
ついて，あえて強調しています。わかりやすさだけでなく，正確な理解──で
きれば，みなさん自身の言葉で，行政法の考え方について説明することのでき
るような水準の──がなされるように，心がけました。とにかく読者本位に徹
した私の気持ちを読み取ってください。
　そして何よりも，執筆の際には，みなさんが試験を突破した後にも，この本
を繰り返し参照してほしいという思いを，常に心に留めました。高校受験や大
学受験，就職試験，資格試験を問わず，試験というのはそれをクリアするだけ
ではなく，そのために身に付けた知見をクリアした後の人生に活用してこそ，
意味があるものです。格好良い表現は使わず，可能な限り「頭に残る」説明を
行ったため，何度も読むことで，知識も理解も定着することでしょう。その上
で，私自身の若干の行政実務の経験や，都道府県・市町村での職員研修，そし
て審議会などを通じて会得した「実務に役立つ」知見を盛り込みましたので，
法治行政の実現のために，ぜひ役立ててください。
　約10年前，行政法の研究を始めたとき，指導教授であった交告尚史先生は，
北村和生先生ほか著『行政法の基本』に書いてあることはきちんと身に付ける
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ようにと話されました。この名著を刊行している法律文化社から教科書を発行
できることは，たいへんな光栄です。私に声をかけてくださり，企画・編集に
尽力されて，時間をかけた執筆を辛抱強く待ってくださった上田哲平さんに
は，心から御礼を申し上げたいと思います。

平成30年 3月

板 垣 勝 彦

［増刷にあたって］
　新型コロナウイルスの感染拡大を受けて，大学の授業もリモート方式で提供
する機会が増えました。この本の内容も，YouTubeにて動画配信しています
ので，関心のある方は，私の個人ホームページ https://kibatai2004.com/lec-
ture/ を参照してください。

令和 3年 2月

板 垣 勝 彦
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